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１ はじめに 

震度は，地震による地面の揺れの強さを総合的に

表す指標として，防災対応の重要な基準等に利用さ

れている．多くの防災機関では震度を初動立ち上が

りの基準や災害応急対策等に利用しており，地震災

害の軽減を図る上で極めて重要な情報となっている．

また，我が国では，一般の住民にとっても，地震の

際の揺れの程度を知る指標として，大変に馴染みの

あるものとなっている． 

気象庁は，平成 8 年（1996 年）に震度観測を体感

によるものから震度計によるものに完全に移行し，

震度を速報する体制の強化と観測結果の客観化を行

った．また，同時にある震度が観測された場合，そ

の周辺で実際にどのような現象や被害が発生するか

の目安を示す「震度階級関連解説表」を作成し，同

年 4 月（注）から用いてきた．（注 震度５及び震度６

を，それぞれ震度５弱，５強，６強，６弱に分ける

運用は同年 10 月より開始） 

 

同表の作成から 10 年余りが経過し，その間，規模

の大きな被害地震がいくつか発生した．また，「平成

20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震」や同年 7 月

24 日の岩手県沿岸北部の地震など，震度階級関連解

説表上の表現に比べ，建物被害が少ないようにみえ

る事例があったことから，平成 8 年に導入した計測

震度の計算手法についての再確認や，震度計の設置

環境の確認を行うべきとの機運が高まった． 

また，これまで，原則 1 市区町村に 1 箇所以上と

なるように，地方公共団体が震度計を設置していた

が，平成の大合併で地方公共団体数が減少すること

により，地方公共団体の震度計の減少が懸念され，

配置基準についての検討が求められるようになって
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きた． 

これらの状況を踏まえ，震度や震度観測に関する

課題を整理し，適切な震度観測に資するため，気象

庁は，地方公共団体の防災対策を所管する総務省消

防庁と共同で，学識経験者及び関係行政機関から成

る「震度に関する検討会」（以下，検討会）を設け，

平成 20 年 12 月より 21 年 3 月にかけ，計 5 回の検討

を行い，その結果をまとめた（気象庁・消防庁（2008，

2009），気象庁・消防庁（2009））．検討会の検討項目

とその概要は，以下のとおりである． 

（１）計測震度と被害等との関係について 

計測震度が防災対応の指標として適当かどうか，

過去の体感震度との比較，研究者により提案されて

いる各種指標，震度と建物被害率との関係などを整

理し，検討を行った． 

（２）「震度階級関連解説表」の内容の変更 

平成 8 年策定の震度階級関連解説表は，「平成 7

年（1995 年）兵庫県南部地震」をはじめとした，当

時の被害地震の事例から作成されたものであった．

「平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震」や同

年 7 月 4 日の岩手県沿岸北部の地震など，震度階級

関連解説表上の表現に比べ，建物被害が少ないよう

にみえる事例があった．同解説表は「今後，新しい

事例が得られたり，建物，建造物の耐震性の向上な

どで実状と合わなくなった場合には，内容を変更す

る」としていることも踏まえて，近年の事例を含め

た震度別の被害事例を出来る限り反映させつつ，解

説表の見直しの検討を行った． 

（３）震度計設置条件等の不適切な観測点の点検と

その扱い 

平成 20 年 7 月 4 日の岩手県沿岸北部の地震では，

震度６強を観測した岩手県洋野町大野について，地

震発生後に設置した臨時観測の震度計との比較結果

から，震度６強の観測値を取り消して不明とするこ

ととなった．同観測点における震度計の設置場所は，

斜面に近く，盛り土でありかつ緩い地盤であること

が，気象庁が行った現地調査により分かった（気象

庁・消防庁(2008))．しかし，同観測点は，従前の評

価指針による設置環境評価ではランク B（問題のな

い設置環境と判断されるが，さらに改善すべき点が

ある）の判定であり，この評価指針では，上記の原

因が検知できないことが分かった．このため，新た

な震度計設置環境基準や，気象庁からの震度情報の

発表対象とする観測点についての考え方について，

検討を行った． 

（４）地方公共団体が設置する震度計の具体的な配

置基準 

市町村合併を踏まえた，震度計の配置に関する具

体的な基準について検討を行った． 

 

気象庁は，検討会の検討結果を踏まえ，平成 21

年 3 月 31 日に「震度階級関連解説表」の改定を行っ

た．また，震度計設置環境基準の検討結果を受け，

平成 21 年 4 月から気象庁，地方公共団体，防災科学

技術研究所は震度観測点の設置環境の調査・改善を

進めている． 

本稿では，震度に関する検討の前提として，まず，

２項で震度の活用のされ方と震度階級の変遷につい

て整理する．次に，３項から６項で，検討会の検討

内容を項目毎に紹介する．最後に，７項でまとめを

述べる． 

 

２ 震度の活用と震度階級の変遷 

2.1 震度の活用とその迅速な提供 

気象庁の震度は，防災関係機関が初動対応を行う

際の立ち上がりの基準や災害応急対策等に活用され

ている．また，住民においては，地震の際の揺れの

程度を把握するための指標として用いられている．

震度の活用のされ方をまとめると表 2.1 のとおり． 

 

表 2.1 震度の活用． 

・初動対応用情報 

・災害応急対策用情報 

・状況を確認するための情報 

 

震度が防災対応の情報として活用されることから，

その速報性や，客観的な指標であることが重要とな

る．そのため，気象庁は，震度計により観測した震

度を迅速に提供するための震度観測網・情報伝達体

制の整備を行ってきた．この十数年間に実施してき

たことは，（１）震度計による自動観測・通報化（以

下，「震度の計測化」という），震度速報の開始（震

度情報の迅速な提供），（２）震度観測点の充実（気

象庁震度観測点の整備，地方公共団体，独立行政法

人防災科学技術研究所の観測データの収集・品質管

理・発表），（３）情報伝達体制の整備（オンライン
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表 2.2 気象庁が現地調査等を行い，相当する震度

により揺れの程度を調べた地震（平成 22 年 5 月ま

での主なもの）． 

地震（相当する震度を求める際に着目した事項）

平成 16 年（2004 年）12 月 14 日の留萌支庁南部の

地震（目視による建造物・構造物の被害状況，地

面現象，聞き取り調査内容） 

平成 20 年(2008 年)岩手・宮城内陸地震 

（聞き取り調査内容） 

平成 20 年 7 月 24 日の岩手県沿岸北部の地震 

（聞き取り調査内容） 

平成 21 年 8 月 11 日の駿河湾の地震 

（アンケート調査） 

表 2.3 気象庁震度階級の変遷 

 

通信，衛星による通信環境の整備）である． 

 

2.2 歴史地震の研究，過去事例から地震防災対策検

討を行う際の震度の利用 

震度計による震度観測は，観測された地震動から

計測震度を算出し震度を求める，という方法に依っ

ている．一方，被害状況等をもとに相当する震度を

推定する，という方法も考えられる．震度計の導入

以前，体感等により震度を求めていたのは，基本的

にはこうした考え方によるものであるが，震度計に

よる観測への移行後も，気象庁において，聞き取り

調査等により，相当する震度を求めた例がある．表

2.2 にその具体例を示す．  

また，震度観測開始前の江戸時代以前の地震（歴

史地震）について，文献（古文書）による被害記録

により震度を推定する調査が研究者により行われて

いる．これは過去の地震活動やその際の地震動の程

度を知る重要な資料となっており，そうして分かっ

た過去の被害地震の様相が地震工学や地震防災対策

の検討に活用されている．明治時代以降の，震度観

測が始まってからの地震についても，同様の方法に

より，震度観測点のない地点の震度を推定する試み

が行われている． 

さらに，震度を知るのみならず，推定した震度か

ら，地震の震源域の詳しい様子を求める研究などが

行われている．例えば，宮城県沖で繰り返し発生す

る地震を対象に，震度データから短周期の地震波を

発生させた領域を推定した研究がある．（神田・武村

（2005）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 震度観測の変遷 

2.3.1 震度観測の変遷 

 日本における震度観測は，明治 17 年（1884 年）

に約 600 箇所の観測点で始まった．明治 37 年（1904

年）には気象官署や民間への委託をあわせ 1,437 の

観測所から震度データが収集されるようになり，昭

和 30 年代までほぼ同数の観測点が維持されていた．

当初は，現在のように地震計による観測がまだ十分

① 震度の階級は，明治 17 年（1884 年）の地震報告心得では，微，弱，強，烈の４階級 

② 明治 31 年(1898 年)より，微震（感覚ナシ），微震，弱震（震度弱キ方），弱震，強震（震度弱キ方），

強震，烈震の７階級．明治 41 年（1908 年）階級に説明を付加 

③ 昭和 11 年（1936 年）から昭和 23 年（1948 年）に用いられたものでは，震度Ⅰ及び震度Ⅱは人間の感

覚，震度Ⅲ及び震度Ⅳは室内の状況，震度Ⅴ及び震度Ⅵは家屋の被害などを記述． 

④ 昭和 23 年（1948 年）の福井地震を踏まえ，昭和 24 年（1949 年）に震度Ⅶを設けた改良の際に，あわ

せて，震度を津波予報作業の基準に用いることとし，震度を素早く判定するために，体感での記述が追

加された（震度Ⅲと震度Ⅳの区別に震度Ⅳに体感の記述を，震度Ⅴと震度Ⅵの区別に震度Ⅵに体感の記

述）．ただし，震度の速報は震度Ⅵまでとし，震度Ⅶについては，後日の調査により被害状況から判定す

るものとしている． 

⑤ 昭和 53 年(1978 年)には，体感による観測をより適切に行えるよう，気象庁の地震観測の指針(地震観

測指針(観測編))の震度の観測方法の参考事項として，速報する震度Ⅵまでの全ての階級に体感を示す．

⑥ 平成 8 年（1996 年）には，気象庁で発表する震度は計測震度で観測するものとした．また，震度情報

が，災害応急対策等の防災対策を実施する上で有効な情報となるためには，ある震度が観測された際に，

実際にどのような現象，被害が発生するかをあらかじめ示しておく必要があり，このため，「気象庁震度

階級関連解説表」を作成． 
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でなく，震度の観測も，その地点の揺れを把握する

ためのみならず，地震動の強弱や揺れの方向等につ

いての体感，被害調査等を通じ，地震現象そのもの

を把握するために行う，といった側面があった．昭

和 24 年の震度階級の改定では，震度Ⅲと震度Ⅳの区

別のため震度Ⅳに体感の記述が，震度Ⅴと震度Ⅵの

区別のため震度Ⅵに体感の記述が追加され，体感を

中心に震度を判定できるようになった．これは，こ

の年の 12 月から我が国としての津波警報が始まり，

その実施基準として震度の大きさが定められ，震度

をより早く報告できるようにするためのものであっ

たと考えられる． 

昭和 30 年代に入り，地震計による観測を中心とし

た体制の構築が行われてきたことから，地震観測と

しての震度観測はその役目を終え，昭和 33 年（1958

年）から，順次，観測所の整理が行われ，昭和 63

年には，全国 158 ヶ所の気象官署において震度観測

が行われるのみとなった．気象庁の震度階級の変遷

の概要を表 2.3 にまとめる（より詳しいものを付録

2 に掲載）． 

 

2.3.2 震度観測の計測化と観測点数の増強 

さらに時代が進み，震度が防災関係機関の初動対

応の基準として極めて重要なものとの認識が広がり，

より客観的かつ迅速な震度情報の提供，震度観測点

数の増強への要望が高まった．そのため，気象庁で

は，次の取組を行った． 

（１）震度の計測化 

気象庁は，震度観測検討委員会の報告（昭和 63

年 2 月）を受けて，震度の計測化の試行を開始した

（詳細については，2.3.3 参照）．この時，体感によ

る震度観測自体は廃止せず，震度の計測化を並行し

て進め，平成 5 年度（平成 6 年）には，全ての震度

観測点への震度計の整備を完了した． 

（２）観測点の増設，地方公共団体等による震度デ

ータの活用 

防災対策において震度の活用をより効果的に行う

ため，それまで約 150 箇所であった震度観測点を，

「平成 5 年（1993 年）北海道南西沖地震」を契機に，

約 300 箇所に増強，「平成 7 年（1995 年）兵庫県南

部地震」を契機に，平成 8 年には約 600 箇所へ増強

した．約 600 箇所の気象庁震度計は，マグニチュー

ド７クラスで震度６となる地震を確実に捕らえるた

めに，震度計の基本的な配置が約 20km 間隔となる

ように整備したものである．また，平成 8 年より，

震度は現行の計測震度を算出する方法により観測し

たものとし，体感による震度観測を廃止した． 

さらに，「平成 7 年（1995 年）兵庫県南部地震」

の経験により，地方公共団体は独自に震度計を設置

し自らの初動防災対応への活用を始めた．気象庁で

は，地方公共団体や独立行政法人防災科学技術研究

所が整備した震度計の震度データについて，準備の

できたところから，気象庁が発表する震度情報に含

めて発表してきた． 

平成 22 年 7 月現在，気象庁約 600 箇所，（独）防

災科学技術研究所約 800 箇所，地方公共団体約 2800

箇所，合計約 4300 箇所の震度観測点のデータを気象

庁の情報発表に活用している． 

観測された震度を気象庁に集約し，国として一元

的に発表するにあたっては，震度データの品質を確

認し，異常なデータは除外している．また，震度計

の検定を行い，適切なもののみ震度情報の発表対象

としている． 

 

2.3.3 震度の計測化に関する検討 

震度の計測化にあたり，気象庁では，昭和 60～63

年に震度観測検討委員会を設置し検討した（鉢嶺

（1989））．さらに，平成 7 年に震度問題検討会を設

置し，学識経験者等の意見を反映させつつ，検討を

行った．以下にこれらの検討内容を簡単に記す． 

昭和 60 年 3 月から昭和 63 年 2 月に設置した震度

観測検討委員会（会長：宇津徳治東京大学地震研究

所教授（当時））では，取り扱いに限界がある体感に

よる震度から，地震動の強さに関連する物理学的要

素に基づく震度に移るための検討を行い，具体的な

震度の算出法を示した．ここでは，その手法による

震度を，現行の計測震度と区別するために，「旧計測

震度」と呼ぶ．旧計測震度では，即時の通報は震度

６までとし，震度６か７であるかの判定は，事後に

震度６の地域を調査し，被害や地変の状況が特に著

しいと認められたときに７とするものとしていた． 

平成 7 年 3 月～11 月に設置した震度問題検討会

（座長：宇津徳治東京大学名誉教授（当時））では，

震度計により計測された連続量である値を「計測震

度」として定義するとともに，震度の各階級は計測

震度の値で定義するとした．また，兵庫県南部地震
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表 2.4 計測震度計算方法の主な変更点． 

旧計測震度で用いていた水平動２成分に上下動を

加えた３成分の加速度波形を用いる． 

建物被害との相関を考慮し，震度算出に用いる地

震動の周期の範囲を長周期へ広げる(図 2.1)． 

計測震度の値が連続量として扱えるよう，継続時

間考慮の方法を改良． 

計測震度の計算式は，次のとおり． 

 I=2･log(a) + 0.94 

  I: 計測震度 

  a: 加速度（gal = cm/秒/秒）（フィルター処理

及び継続時間考慮後の加速度） 

での現地調査の結果を踏まえ，  

①震度７を計測震度 6.5 以上と定義すること 

②震度５及び６については対応する現象の幅が大き

いため，分割すること 

とされた．また，あわせて，計測震度算出式につい

て，被害建物との相関を考慮し，震度算出に用いる

地震波形の周期の範囲を長周期側に広げる等の修正

が示された． 

気象庁では，この報告を受け，平成 8 年 4 月より，

新たな方式による震度の計測化を実施した．これが

現行の計測震度である．計測震度の求め方と計算式

を表 2.4 に示す．また，この時，震度は体感による

ものではなく，計測震度によるものとした．計測震

度による震度階級の考え方のポイントは次の通り． 

（１） 震度４までについては，算出された値を四捨

五入した整数値とする． 

（２）  震度７を，事後の調査によるものではなく，

計測震度 6.5 以上を観測したものとする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 震度５及び６については，対応する現象の幅

が大きいため，強，弱に分割する 

（４） 震度は，地震動から算出する計測震度による

ものとし，併せて，観測された震度と，発生する

現象や被害との関係を示した「気象庁震度階級関

連解説表」を作成する．同解説表は，構造物の耐

震性の向上などで実状と合わなくなった場合に

は，内容を変更する 

 

３ 計測震度と被害等との関係 

「平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震」や

同年 7 月の岩手県沿岸北部の地震など，震度階級関

連解説表上の表現に比べ，建物被害が少ないように

みえる事例があった．これらの地震では，木造家屋

に影響を与えるような周期の地震波が小さかったが，

計測震度は，このような場合でも定められた計算方

式で算出されることとなり，その値は大きな値とな

る．そのため，計測震度はこのような地震における

建物被害の指標としては不十分ではないかとの指摘

があり，計測震度と被害の関係について，調査を行

った． 

調査は，建物被害を表す指標として提案されてい

る境他（2004）による建物被害を表す新たな指標（以

下，「境指標」という），清野他（1999）による建物

被害を表す新たな指標 (以下，「清野指標」という)

の検討も合わせて行った． 

調査・検討を行った事項と，その観点は次のとお

り．詳細を記したセクションの番号を括弧内に示す． 

（１） 旧震度（体感震度）と計測震度，最大加速度

等の比較 

体感で観測した震度（以下，「旧震度（体感震度）」

という）と，現在の計測震度の関係を調べた．計測

震度は，体感で観測していた震度と相違がないよう

に考慮し作成されたものであるが，今回の各種指標

等との比較にあたり，改めて観測データにより確認

した（3.1.1）．また，旧震度（体感震度）と最大加

速度及び最大速度との比較を行った（3.1.2）． 

（２）計測震度と罹災証明による木造全壊率等との

関係 

防災対応に用いるものとして，計測震度が被害状

況を示す指標として適当かを確認するため，計測震

度と罹災証明による木造全壊率の関係をまとめた（3．

2）． 

図 2.1 旧計測震度と計測震度のフィルターの比較．
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（３）建物被害率との相関からみた計測震度，境指

標，清野指標の比較 

建物被害率が高い場合について，各種指標の適用

状況を見るため，計測震度，境指標及び清野指標の

比較を行った（3.3）． 

（４）計測震度と各種指標との比較 

地震時の建物被害を示す指標として提案されてい

る境指標，清野指標について，計測震度とどのよう

な関係があるかを見るため，比較を行った（3.4）． 

（５）建物全壊数と負傷者数との関係 

罹災証明による計測震度と建物被害率（全壊率）

の関係を広げ，計測震度と負傷者数との関係を見る

ため，内閣府資料，消防庁資料より建物全壊数と負

傷者数との関係を調べた（3.5）． 

（６）計測震度と聞き取り調査に推定した震度との

関係 

計測震度計がない場所の揺れの程度を知る手段と

しての聞き取り調査，アンケートによる震度につい

て整理した（3.6）．  

以下，調査・検討内容の詳細を記す． 

 

3.1 旧震度（体感震度）と計測震度，最大加速度等

の比較 

旧震度（体感震度）との関係を見るため，比較調

査を行った．使用データは，1988 年から 1994 年の

地震及び「平成 7 年（1995 年）兵庫県南部地震」に

おいて得られた 87 型地震計の記録と観測された旧

震度（体感震度）である（地震数 529．データを使

用した地震（震央分布図）を図 3.1 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.1 旧震度(体感震度)と計測震度との比較 

地震計で観測した波形記録から，現在の方式によ

る計測震度の算出を行い，観測されている旧震度（体

感震度）と比較した． 

図 3.2 に旧震度（体感震度）と計測震度の関係及

び旧震度（体感震度）別に計測震度の度数分布を示

す．計測震度の平均値は，旧震度（体感震度）より

やや小さい傾向にあるが，標準偏差内（±1σ内）に

あり，概ね一致している（図 3.2 及び表 3.1）． 

次に，最大震度が大きい地震と，最大震度が小さ

い地震で，傾向に差があるかを調べるため，旧震度

（体感震度）の最大震度がⅥとⅤの地震のみでの整

理と，最大震度がⅣ以下の地震のみでの整理を行っ

た． 

図 3.3 には，旧震度（体感震度）の最大震度(最大

体感震度)がⅥとⅤの地震のデータのみで，計測震度

と旧震度（体感震度）の関係を示した．この場合は，

計測震度の平均値と旧震度（体感震度）はほぼ一致

する． 

図 3.4 には，旧震度（体感震度）の最大震度(最大

体感震度)がⅣ，Ⅲ，Ⅱ，Ⅰの地震のデータのみで，

計測震度と旧震度(体感震度)の関係を示した．この

場合は，旧震度（体感震度）に比べ計測震度の平均

値がやや小さくなっている． 

この違いは，大きな地震では周期の長い揺れを含

んでいるためと考えられる． 

表 3.2 に今回の調査で使用した旧震度（体感震度）

ⅥおよびⅤを観測した地震名及び波形記録から計測

震度を算出した観測点名一覧表を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体感震度
計測震度
平均値

計測震度
標準偏差

震度Ⅵ 5.98 0.38
震度Ⅴ 4.77 0.50
震度Ⅳ 3.60 0.59
震度Ⅲ 2.49 0.54
震度Ⅱ 1.60 0.48
震度Ⅰ 0.98 0.42

表 3.1 旧震度（体感震度）別の計測震度の平均値，

標準偏差． 

図 3.1 データを使用した地震の震央分布． 
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図 3.3 最大体感震度（Ⅵ+Ⅴ）を観測した地震の旧震度

（体感震度）と計測震度の関係． 

図 3.4 最大体感震度（Ⅳ+Ⅲ+Ⅱ+Ⅰ）を観測した地

震の旧震度（体感震度）と計測震度の関係． 

＜計測震度と旧震度の関係＞
1988-1994の87型地震計によるデータ
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図 3.2 計測震度と旧震度（体感震度）との関係．
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3.1.2 旧震度（体感震度）と最大加速度及び最大速

度との比較 

最大加速度や最大速度と体感震度には相関がある

と言われている．その確認のため，3.1.1 で比較を行

ったデータを用い，旧震度（体感震度）と最大加速

度及び最大速度との比較を行った． 

（a）最大加速度との比較 

図 3.5 に旧震度（体感震度）と最大加速度の関係

を示した．図中には，河角（1943）による体感震度

I の範囲の中央値と最大加速度の関係式(3-1)を合せ

て示している． 

最大加速度の平均値は(3-1)式よりも大きいが，標

準偏差内(±1σ）である． 

35.0
2

log 
I                        (3-1) 

α：最大加速度(cm/sec2) Ｉ：旧震度（体感震度） 

 

（b）最大速度との比較 

図 3.6 に旧震度（体感震度）と最大速度との関係

を示した．図中には，村松（1968）  による震度 I

と I-1 の境に対応する速度と震度の関係式(3-2)も示

している． 

最大速度の平均値は，(3-2)式に対応している． 

4.1
2

log 
I

v                          (3-2) 

v ：最大速度(cm/sec) Ｉ：旧震度（体感震度） 

 表 3.2 旧震度（体感震度）ⅥおよびⅤを観測した地震名及び 

波形記録から計測震度を算出した観測点名一覧表．
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村松(1968)の式 
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3.2 計測震度と罹災証明による木造全壊率等との

関係について 

気象庁は，以下の地震について，震度観測地点を

中心に半径 200m の範囲内の罹災証明による木造家

屋の全壊率，半壊率および一部損壊率を，耐震基準

の変わった昭和 56 年（1981 年）以前の建物と昭和

57 年（1982 年）以降の建物に分けて調査している．

この調査の観測点の計測震度，および波形データの

ある記録を用いて，計測震度及び境指標を計算し，

罹災証明全壊率などとの関係を検討した． 

なお，罹災証明の「全壊」は，住家全部あるいは

一部の階が倒壊するものに加え，住家の主要構造物

の被害額が住家の時価 50％以上のものを含んでい

る．このことから，罹災証明の「全壊」は，「建物が

倒れる」ものだけでなく，「建物が傾く」などの被害

も含んでいる． 

「対象とした地震(発生日，マグニチュード（M）)」 

●平成 15 年の宮城県北部の地震 

 （2003 年 7 月 26 日，M5.6） 

●「平成 16 年（2004 年）新潟県中越地震」 

 （2004 年 10 月 23 日，M6.8） 

●平成 17 年の福岡県西方沖の地震 

 （2005 年 3 月 20 日，M7.0） 

●「平成 19 年（2007 年）能登半島地震」 

 （2007 年 3 月 25 日，M6.9） 

●「平成 19 年（2007 年）新潟県中越沖地震」 

 （2007 年 7 月 16 日，M6.8） 

●「平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震」 

 （2008 年 6 月 14 日，M7.2） 

●平成 20 年の岩手県沿岸北部の地震 

 （2008 年 7 月 24 日，M6.8） 

 

計測震度と全壊率などとの関係の解析・検討は，

観測地点を中心として半径 200m 以内の木造家屋棟

数が，昭和 56 年（1981 年）以前築，昭和 57 年（1982

年）以降築，それぞれの区分内で 100 棟以上あるも

のだけを抽出して行った． 

各図には，相関をみるため，対数正規分布関数の

累積確率を用いた回帰分析結果を示している．この

対数正規分布関数は以下のように表せる（村尾・山

崎（2000））． 

)/))((ln()(  IIPR  

ここで，λは計測震度の平均値，ξは ln(計測震度）

の標準偏差である． 

対数正規分布関数は，建物被害率と計測震度また

は最大速度の関係で様々の文献で用いられているた

め回帰式として採用している(岡田・鏡味（1991） ，

宮腰他（1997） ，村尾・山崎（2000）など）．また，

家屋全壊率，半壊以上率が 0%となるデータについ

ては，対数正規分布では建物被害率が 0%の点は理

論的には存在しないため，それらのデータを除いて

いる． 

図 3.7 に，気象庁が調査した罹災証明全壊率およ

び半壊以上率と計測震度の関係を示した．また，そ

の中で全壊率と計測震度の関係を，昭和 56 年（1981

年）以前建物と昭和 57 年（1982 年）以降建物に分

けて，「平成 7 年（1995 年）兵庫県南部地震」の木

造家屋の被害率を併せてプロットした図を，図 3.8

に示した．今回の気象庁調査データについて，前記

のように 100 棟以上を用いることとしたため，プロ

ット数は少ないが，最近の 7 地震の木造家屋全壊率

は，兵庫県南部地震の木造家屋全壊率より低いこと

がわかる．また，最近の 7 地震では，ほぼ計測震度

6.0 以上から木造家屋全壊が現れることがわかる． 

これらの結果をみると，計測震度と罹災証明の木

造全壊率との相関は良いことがわかる． 
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図 3.7 計測震度と木造被害率(罹災証明データ)の関係（木造 100 棟以上）． 
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1982年以降建物全壊率-計測震度
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　　　1995年兵庫県南部地震の西宮市のプロット＜　　　　　　代表カーブ＞
　　　（新築年(s57年以降)）
　　　2003年の宮城県北部の地震以降の以下の7地震
　　　（平成15年の宮城県北部の地震、平成16年(2004年)新潟県中越地震、
　　　　平成17年の福岡県西方沖の地震、平成19年(2007年)能登半島地震
　　　　平成19年(2007年)新潟県中越沖地震、平成20年(2008年)岩手・宮城内陸地震
　　　　平成20年の岩手県沿岸北部の地震）
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　　　1995年兵庫県南部地震の西宮市のプロット＜　　　　　　代表カーブ＞
　　　（旧築年(s36年以前)）
　　　1995年兵庫県南部地震の西宮市のプロット＜　　　　　　代表カーブ＞
　　　（中築年(s37年～s56年)）
　　　2003年の宮城県北部の地震以降の以下の7地震
　　　（平成15年の宮城県北部の地震、平成16年(2004年)新潟県中越地震、
　　　　平成17年の福岡県西方沖の地震、平成19年(2007年)能登半島地震
　　　　平成19年(2007年)新潟県中越沖地震、平成20年(2008年)岩手・宮城内陸地震
　　　　平成20年の岩手県沿岸北部の地震）

図 3.8 計測震度と木造全壊率の関係 兵庫県南部地震の木造被害との重ね合わせ 

（中央防災会議のデータに加筆）． 
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3.3 建物被害率からみた計測震度，境指標，清野指 

標の比較 

計測震度は建物の倒壊による被害との相関が必ず

しも良くないとの指摘がある．このため，木造建物

倒壊率（大破・全壊率）と計測震度の関係を検討し

た．また，合わせて，木造建物倒壊率（大破・全壊

率）と境指標，清野指標との関係について検討した．

使用したデータは，境他（2004）の論文データであ

る． 

図 3.9 に木造建物を構造的にみた場合の大破・全

壊率，半壊以上率と計測震度，境指標の関係を示し

た．この場合，境指標の方が計測震度より相関が高 

い． 

次に，罹災証明による全壊率・半壊以上率と，計

測震度，境指標，清野指標の関係を見る．罹災証明

による全壊率・半壊以上率は，建築年代を全年代と

したものと，昭和 56 年（1981 年）以前建築の建物

のみとしたもの，昭和 57 年（1982 年）以降建築の

建物のみとしたもので整理した． 

結果は，図 3.10(1)～(3)に示した．この結果をみる

と，計測震度と境指標及び清野指標について明確な

差ではないが，計測震度の相関がやや高い． 

ただし，ここで比較したデータには，高震度での

データはあまり多くないことに注意が必要である． 

 

図 3.9 木造構造的 大破・全壊率，木造半壊以上率と計測震度 

および境指標の関係（境他（2004）論文内のデータを使用）． 
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図 3.10(1) 計測震度，境指標と木造全壊率(罹災証明データ)との関係(木造 100 棟以上)． 
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図 3.10(2) 計測震度，境指標と木造半壊以上率(罹災証明データ)との関係(木造 100 棟以上)． 
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図 3.10(3)  清野指標（中周期）と木造全壊率，半壊以上率との関係 (木造 100 棟以上)． 
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1981 年以前建物全壊率－清野指標（中周期）

1981 年以降建物全壊率－清野指標（中周期）

全年代半壊以上率－清野指標（中周期）

1981 年以前建物半壊以上率－清野指標（中周期）

1982 年以降建物半壊以上率－清野指標（中周期）
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3.4 計測震度と各種指標との比較 

 

以下示す昭和 63 年から平成 6 年の地震及び「平成

7 年（1995 年）兵庫県南部地震」の 87 型地震計の記

録を用いて，計測震度と各種提案指標の比較を行っ

た．また，平成 15 年の宮城県北部の地震以降の以下

の 7 地震について，計測震度，境指標および清野指

標との比較を行った． 

 

● 平成 15 年の宮城県北部の地震 

●「平成 16 年（2004 年）新潟県中越地震」 

● 平成 17 年の福岡県西方沖の地震 

●「平成 19 年（2007 年）能登半島地震」 

●「平成 19 年（2007 年）新潟県中越沖地震」 

●「平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震」 

● 平成 20 年の岩手県沿岸北部の地震 

 

（１）計測震度と境指標の比較 

計測震度と境指標の比較を図 3.11に示す．図中で，

黒丸は 87 型地震計の波形記録から計算した結果で

あり，赤丸は境他（2004）の論文中の表 4 のデータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

である．87 型地震計の記録から算出した境指標と計

測震度の関係は，ほぼ１対１の関係になっており，

ほとんど±0.5σ（y の標準偏差）内に入っている．

一方，境他（2004）の論文中のデータは，－0.5σか

らかなり外れるデータが 3 地点あり，その他のデー

タでも，境指標が計測震度より小さくなっている．

この 3 地点の記録名は表 3.3 のとおりである． 

また，平成 15 年の宮城県北部の地震以降の 7 地震

について，境指標と計測震度の関係を，図 3.12 に示

した．これら近年の地震については，－0.5σからか

なり外れるデータが多くなっている傾向にある．こ

の原因については，今後の検討が必要であるが，そ

れぞれの地震及び観測点で記録された地震動の周波

数特性（応答スペクトル特性）の違いが影響してい

ると考えられる． 

 

（２）計測震度と清野指標の比較 

清野指標の中で，中周期(Im)及び長周期(Il)を比較

する．短周期震度(Is)は，式(3-3)が定義式であり，計

測震度と同じ定義式となるため，両者の比較は行っ

ていない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.3 -0.5σから外れるデータ． 

計測震度 境指標 地震名 観測地点 

6.2 5.10 平成 5 年(1993 年)北海道南西沖地震 乙部小 

5.8 4.87 平成 12 年(2000 年)鳥取県西部地震 KiK-net 伯太 

6.5 5.90 1994 年 Northridge 地震 Tarzana 

図 3.12 最近の 7 地震での計測震度と境指標の比較． 

計測震度と境ら(2004)提案震度の関係
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図 3.11 計測震度と境指標の比較． 
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94.0)log(0.2)( 0  aIs 短周期震度  (3-3) 

図 3.13 に計測震度と清野指標（中周期(Im)および

長周期(Il)）の比較図を示した．清野指標の中周期(Im)

は，免震建物や高層建物を対象として，0.7 秒～5 秒

程度の周期区分で設定されているため，計測震度と

比較すると全体的に小さな値である（図 3.13 左）． 

清野指標の長周期(Il)は，石油タンクのスロッシン

グや頂戴構造物を対象として，5 秒程度以上の周期

区分で設定されているため，計測震度と比較すると，

さらに小さな値となっている（図 3.13 右）． 

図 3.14 に最近の 7 地震での清野指標と計測震度の

関係を示す．こちらも同様な傾向である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）計測震度，境指標，清野指標と最大加速度

等の比較 

図 3.15 に計測震度および境指標と最大加速度，最

大速度，SI 値との関係を示す． 

最大加速度との関係は，計測震度，境指標ともば

らつきが大きい． 

計測震度，境指標とも，最大速度，SI 値との関係

では，ばらつきが小さい． 

図 3.16 に清野指標（中周期および長周期）と最大

加速度，最大速度，SI 値との関係を示した．清野指

標（中周期） (Im)は，元々，最大速度を指標として

いるため，最大速度との関係のばらつきが少なくな

っている． 

 

 

 

図 3.13 計測震度と清野指標の比較． 
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計測震度と清野ら(1999)中周期震度の関係
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図 3.14 最近の 7 地震での計測震度と清野指標の比較． 
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図 3.15 計測震度，境指標と最大加速度，最大速度，SI 値の比較． 
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図 3.16 清野指標（中周期・長周期）と最大加速度，最大速度，SI 値の比較． 
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3.5 建物全壊数と負傷者数との関係 

「平成 7 年（1995 年）兵庫県南部地震」以降の罹

災証明による建物全壊数と負傷者数との関係および

重傷者数との関係を図 3.17 に示す．建物全壊数と負

傷者数（重傷者数+軽傷者数）との相関はかなり高

く，全壊数が増えると，負傷者数も増える傾向にあ 

る． 

なお，図 3.18 および図 3.19 は，中央防災会議で

使用された木造建物全壊数と死者数の関係および建

物被害率（全壊率+1/2 半壊率）と負傷者の関係であ

る（中央防災会議（2005））．これらはどちらも正の

相関をもつ． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.17 建物全壊数と負傷者数および重傷者数との関係（消防庁データ(消防庁災害情報一覧)を整理）． 

全壊数と負傷者数（重傷者＋軽傷者数）との関係
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死者数=0.0676×木造建物全壊棟

図 3.18 木造建物全壊数と死者数の関係 

（中央防災会議(2005)：首都直下地震に係る被害想定手法について, p34.）． 

図 3.19 建物被害率（全壊率＋1/2 半壊率）と負傷者率との関係 

（中央防災会議(2005)：首都直下地震に係る被害想定手法について, p35.）． 
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3.6 計測震度と震度の聞き取り調査等の比較 

3.6.1 聞き取り調査から推定した震度と計測震度

の関係 

気象庁は「平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸

地震」で，聞き取り調査を行い，人体感覚に着目し

て震度を推定している（気象庁（2008））．調査は，

主に震度５強以上の強い揺れを観測した地域の周辺

で行っている．図 3.20 には，「人体感覚から推定し

た震度」と計測震度との関係を示した．この図から，

ばらつきはあるが，聞き取り調査から推定した震度

と計測震度は，ほぼ対応していることがわかる． 

3.6.2 太田他のアンケートによる震度 

太田他（1979）により提唱されたアンケートによ

る震度（以下，「アンケート震度」という）について

は，面的な震度分布を知る方法として，様々な調査

が行われてきた． 

さらに，太田他（1998）により，「平成７年（1995

年）兵庫県南部地震」のデータを用い，高い震度階

の適用について改定が行われた．具体的には，アン

ケートの設問ごとに有効震度範囲を設定し，さらに

感度の違いを考慮した重み付けを行う手法である． 

この改訂された手法を用いて，種々の地震でアン

ケート震度が求められている．過去に行われた主な

結果を一つにまとめ，図 3.21 に示した．図 3.20 は，

森（2002）による芸予地震の調査プロット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に，「平成 12 年（2000 年）鳥取県西部地震」の調査

（森・圓井（2001）），2003 年宮城県北部の地震の調

査（源栄（2004）），「平成 15 年（2003 年）十勝沖地

震」の調査（鏡味（2004））の結果のプロット範囲を

重ね合わせたものである．この図から，計測震度と

アンケート震度に換算した震度は，計測震度と相関

が良いことがわかる． 

検討会では，今後，気象庁においても，顕著な被

害地震などの際に実施する現地調査では，アンケー

ト震度を基本にした調査を実施することが望ましい

とされた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.7 指標としての計測震度（まとめ） 

計測震度を主として，建物被害にあうと提案され

ている各種指標との関係，罹災証明による建物被害

率との関係，構造に着目した建物の大破全壊率との

関係などを検討した．検討結果をまとめると次のと

おり． 

 

3.1 計測震度と旧震度（体感震度）との比較によ

り，現在の計測震度は旧震度（体感震度）と概ね一

致し，計測震度による震度は，体感震度と同等と考

えてよいことがわかる． 

 

計測震度とヒアリング震度との関係
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図 3.20 計測震度と人体感覚から推定した震度の

平均の関係（平成 20 年(2008 年)岩手・宮城内陸

地震）．主に震度５強以上を観測した地域の周辺で

調査を実施． 

図 3.21 各種の被害地震におけるアンケート震度と

計測震度の関係とりまとめ．森(2002)に，他の調査結

のプロット範囲を重ね合わせた． 
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3.2 計測震度と罹災証明による木造全壊率等と

の関係より計測震度は罹災証明による木造全壊率と

の相関が比較的よいことがわかる． 

3.5 建物全壊数と負傷者数との関係により，建物

全壊数は負傷者数との相関が良いことがわかる． 

 

3.3 建物被害率からみた計測震度，境指標，清野

指標の比較より，計測震度は，倒壊など重大な建物

被害と計測震度の相関は必ずしも良くないことがわ

かる． 

3.4 計測震度と各種指標との比較では，計測震度

と境指標・清野指標に差異がみられる．しかし，こ

れらは，まだデータが十分ではないため，はっきり

とした傾向を述べられないと判断する． 

 

3.1，3.2 の結果から，計測震度は，全壊率との相

関は高く，また 3.5 より全壊数が負傷者数，死者数

と関係することから，防災の初動対応に用いる指標

として，大きな問題はないと考える．ただし，倒壊

など重大な建物被害と計測震度の相関は必ずしも良

くないことに留意し，今後も倒壊など重大な建物被

害と関係する指標の調査・検討を続ける必要がある． 

 

４ 「震度階級関連解説表」の見直し 

4.1 概要 

平成８年，気象庁は新たな気象庁震度階級の定義

（平成八年二月十五日気象庁告示第四号）を行った．

この時，揺れや被害の状況により震度を定めていた

以前の方式が，観測された加速度波形データから震

度を算出する方式となった．震度階級（旧震度階級）

を定める揺れや被害の状況を記した従前の説明表に

替え，ある震度の揺れを観測した場合，その周辺で

実際にどのような現象や被害が発生するかを示す資

料として，「震度階級関連解説表」を作成（平成８年）

した．  

同解説表では，「平成 7 年（1995 年）兵庫県南部

地震」等，当時の被害地震の事例から作成されたも

ので，「今後，新しい事例が得られたり，建物，建造

物の耐震性の向上などで実状と合わなくなった場合

には，内容を変更する」としていた． 

同解説表の作成から，既に 10 年以上が経過し，こ

の間，「平成 16 年（2004 年）新潟県中越地震」や「平

成 19 年（2007 年）能登半島地震」など，いくつか

の規模の大きな地震が発生し，また，平成 20 年 6

月 14 日の「平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地

震」や同年７月 24 日の岩手県沿岸北部の地震では，

震度階級関連解説表上の表現に比して建物被害が少

ないようにみえるなど，新たな事例も発生している． 

検討会では，３項の検討のとおり，計測震度は，

人間の体感や行動等との相関が高く，また罹災証明

の全壊率とも相関が高いことから，防災の初動体制

に用いるものとして不適切ではなく，その計測方法

をすぐに見直すものではないことを確認した．その

上で，検討会では，これまでの事例を踏まえ「震度

階級関連解説表」の見直しの検討を進め，改定案を

作成した． 

改定案の作成にあたっては，近年の新たな事例も

含め，ある震度でどのような被害があったのかにつ

いての資料を整理した．被害事例は，比較的長周期

の揺れを起こす海溝付近で発生する巨大地震の例な

どは少なく，具体例は十分ではないが，できる限り

整理した資料を参考に，震度別に発生する現象や被

害等の状況について点検した． 

改定案は，解説表が地震防災上で活用されること

を念頭に，誤解が無く，全体的に分かりやすくなる

ように表現を変更する等，必要な修正を行った．ま

た，自分のいる場所や家がどのくらいの揺れの程度

であったのかということが分かり，地震時の身を守

る行動等に結びつくようなものとなるよう配慮した． 

気象庁は，検討会による改定案を受け，平成 21

年 3月 31日に「震度階級関連解説表」の改定を行い，

運用を開始した．改定した解説表を付録 3 に掲載す

る． 

 

4.2 主な改善点 

今回の改定は，震度階級と被害の基本的な関係は

従来のものと変更はないが ,解説表上の表現につい

てより分かりやすくするとともに，近年の被害で社

会的にも影響があり注目される事項を追加したもの

である． 

また，表現を変更した事項については，何故変更

するのかの理由がわかるよう「気象庁震度階級関連

解説表の変更点とその理由」を作成した． 

 

主な改善点を列挙すると次のとおり． 

○利用する人が自分のいる場所の揺れの強さが概ね
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どの程度の震度に相当するのかがわかるよう，出

来るだけ分かりやすくなるよう表現を変更． 

○震度６強と震度７は強い揺れであり，人間の感覚

では区別が困難なため，人の体感・行動の事項で

は，震度６強と震度７の項を統合して記載． 

○木造建物や鉄筋コンクリート造建物の状況は，耐

震性の高低に応じて記載．また，実際よりも大き

な被害をイメージする用語が用いられていたこと

から，誤解を与えないよう，実際の現象を適切に

表す表現に変更． 

○ライフライン等の関係については，鉄道の停止，

高速道路の規制，電話等通信の障害，エレベータ

の停止の事項を加え，「ライフライン・インフラ等

への影響」としてまとめて記載．また，超高層ビ

ル等の「大規模構造物への影響」についても記載． 

○被害などの数量や程度を表す副詞・形容詞につい

て，「かなり」，「多い」など，人により数量・程度

の大きさの理解や感じ方が異なるような用語を避

け，一般の理解が共通している用語を使用．この

場合においても，本資料で用いる際の一応の目安

としての意味を定義し使用． 

○今後５年程度で定期的に内容の点検を行う旨を明

記． 

 

さらに，一般の方や防災担当者の方の利便性を考

慮し，以下の参考資料や広報用資料を作成した． 

 

○震度に対応する被害等の状況が簡潔にわかるイラ

ストつきの資料として，「震度と揺れ等の状況（概

要）」を作成し，加えて地震時にとるべき行動も記

載した． 

○木造建物（住宅）の状況として，建物被害の程度

がわかるイラスト付きの広報用資料を作成． 

○地震発生時にとるべき行動，計測震度と建物の全

壊及び負傷者数との関係に関する資料や，地震後

に揺れがどの程度であったかを調査する際に用い

る調査票等についても，参考資料として作成． 

○上記をとりまとめた広報用の資料として，「気象庁

震度階級の解説」を作成． 

 

4.3 解説表の検討の際に収集・整理した資料 

解説表の検討のために収集・整理した資料につい

て説明する． 

4.3.1 建物被害について 

木造建物の震度別の被害の状況は，次の手法によ

り見積もった． 

① 中央防災会議（2005），山口・山崎（2000）によ

り計測震度別の木造建物の罹災証明による「全壊率」

を計算． 

「耐震性が高い」建物は，中央防災会議（2005）の

「新築年（昭和 57 年以降）」，山口・山崎（2000）の

「1982 年以降の建物」とし，「耐震性が低い」建物

は中央防災会議（2005）の「旧築年（昭和 36 年以前）」，

山口・山崎（2000）の「1971 年以前の建物」に対応

するものとした（図 4.1 及び図 4.2）． 

② 罹災証明の「全壊」と，日本建築学会が調査す

る「倒壊」とでは，被害の程度が異なっている．そ

のため罹災証明で「全壊」とされた建物が，「倒壊・

崩壊」している割合及び「建物の傾斜」している割

合を見積もることとした． 

③ 割合の見積もりは，気象庁が小千谷市，柏崎市，

輪島市，刈羽村の罹災証調査の内容を分析し，「平成

16 年（2004 年）新潟県中越地震」，「平成 19 年（2007

年）能登半島地震」及び「平成 19 年（2007 年）新

潟県中越沖地震」によって全壊の判定を受けた建物

が，どのような壊れ方であったかを整理した結果（図

4.3）と，「平成 7 年（1995 年）兵庫県南部地震」で

データ（たとえば，宮腰他（2000））から，罹災証明

の「全壊」のうち，2～30％を「倒壊・崩壊」，9～58％

を「建物の傾斜」とした． 

④ ③で見積もった割合を，中央防災会議（2005），

山口・山崎（2000）による各震度の全壊率に乗じ，

各震度における建物の「倒壊・崩壊率」，「傾斜率」

を算出した（表 4.1）． 
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木造建物の全壊率と計測震度の関係
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図 4.2 山口・山崎（2000）による木造建物全壊率と計測震度の関係． 

木造建物全壊率

図 4.1 中央防災会議（2005）による木造建物全壊率と計測震度の関係． 
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図 4.3 気象庁調査における，建物全壊被害の内訳．※

※）地方公共団体の罹災証明による全壊は以下の４つ

に分類されており，「層破壊」は「倒壊・崩壊」に，

「基礎破壊」「建物傾斜」が「建物の傾斜」に相当す

る． 

 

層破壊 ：一階がつぶれるなど，倒れたもの 

建物傾斜：外壁または柱の傾斜が 1/20 以上のもの（地

盤破壊や液状化による建物沈下が 30ｃｍ以

上の「建物沈下」も集計に含めた． 

基礎破壊：基礎の破壊により，建物全体がゆがんでい

るもの 

総合判定」外壁又は柱の傾斜が 1/20 以下だが，屋根・

壁部位損傷割合が大きいもの 

表１ 各震度における木造建物被害の割合 

震度

階級 
被害 

耐震性が高い 耐震性が低い 

中央防災会議

(2005) 
山口・山崎 

(2000) 

中央防災会議

(2005) 
山口・山崎 

(2000) 

５弱 

罹災証明全壊 0 0 0 0 

 推

定 

倒壊・崩壊 0 0 0 0 

建物の傾斜 0 0 0 0 

５強 

罹災証明全壊 0 0 0 0～3 

 推

定 

倒壊・崩壊 0 0 0 0～1 

建物の傾斜 0 0 0 0～2 

６弱 

罹災証明全壊 0～1 0～2 0～10 5～20 

 推

定 

倒壊・崩壊 0 0～1 0～3 0～6 

建物の傾斜 0～1 0～1 0～6 1～11 

６強 

罹災証明全壊 2～11 3～13 18～71 27～59 

 推

定 

倒壊・崩壊 0～3 0～4 0～21 1～18 

建物の傾斜 0～6 0～8 2～41 2～34 

７ 

罹災証明全壊 15～55 16～46 82～100 67～93 

 推

定 

倒壊・崩壊 0～16 0～14 2～30 1～28 

建物の傾斜 1～32 1～27 7～58 6～55 

※ 罹災証明全壊の値は、中央防災会議（2005）１）及び山口・山崎（2000）２）による全壊率のグ

ラフから算出した値、倒壊・崩壊及び建物の傾斜の値は推定した値である。 

（数値の単位は％） 
表 4.1 各震度における木造建物被害の割合． 

※ 罹災証明全壊の値は，中央防災会議(2005)及び山口・山崎(2000)による全壊率のグラフ

から算出した値，倒壊・崩壊及び建物の傾斜の値は推定した値である． 
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 鉄筋コンクリート建物震度別の被害の状況につい

ても，木造建物と同様に，次の手法により行った． 

① 中央防災会議（2005），山口・山崎（2000）によ

り計測震度別の非木造建物の「全壊率」を計算．「耐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

震性が高い」建物は「昭和 57 年（1982 年）以降の

建物（新築年）」，「耐震性が低い」建物は「昭和 46

年（1971 年）以前の建物（旧築年）」に対応するも

のとした（図 4.4 及び図 4.5）． 

 

 

 

非木造建物全壊率 

図 4.4 中央防災会議（2005）による非木造建物の全壊率と計測震度の関係． 

※中央防災会議における東海地震の被害想定及び東南海・南海地震の被害想定において，非

木造建物全壊率に，被害の出始める震度を切片とした直線を仮定している．また，非木造建

物については建築年次による区分を行っていない． 

図 4.5 山口・山崎（2000）による鉄筋コンクリート建物の全壊率と計測震度の関係． 
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② これらの資料は地方公共団体が調査する罹災証

明による「全壊」であるので，木造建物と同様に，

罹災証明で「全壊」とされた建物が，「倒壊・崩壊」

している割合及び「建物の傾斜」している割合を見

積もることとした． 

③ 割合の見積もりは，建築震災調査委員会（1995）

による，兵庫県南部地震の調査事例における震度７

相当の被害（表 4.2）のうち，倒壊または崩壊，大

破，中破を罹災証明における全壊と仮定し，全壊し

た建物に対する「崩壊・倒壊」及び「傾斜」した建

物の割合とした（表 4.3）． 

④ 見積もった割合を，中央防災会議（2005），山口・

山崎（2000）による各震度の全壊率に乗じ，各震度

における建物の「倒壊・崩壊率」，「傾斜率」を算出

した（表 4.4）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害 耐震性が高い 耐震性が低い 

倒壊・崩壊 20％ (1/5） 33％ (10/30)

傾斜 40％ (2/5) 40％ (12/30)

表 4.2 建築震災調査委員会（1995）による，兵庫県南部地

震の鉄筋コンクリート建物の被害（震度７相当) 

表 4.3 全壊した建物に対する倒壊・崩壊及び傾斜した

建物の割合． 

 

 表４ 各震度における鉄筋コンクリート造建物の被害の割合 

震度 

階級 
被害 

耐震性が高い 耐震性が低い 

中央防災会議

(2005) 
山口・山崎 

(2000) 

中央防災会議

(2005) 
山口・山崎 

(2000) 

５弱 

罹災証明全壊 0 0 0 0 

 推

定 

倒壊・崩壊 0 0 0 0 

建物の傾斜 0 0 0 0 

５強 

罹災証明全壊 0 0～1 0 0～1 

 推

定 

倒壊・崩壊 0 0 0 0～0 

建物の傾斜 0 0 0 0～1 

６弱 

罹災証明全壊 0 1～2 0～2 2～5 

 推

定 

倒壊・崩壊 0 0 0～1 1～2 

建物の傾斜 0 0～1 0～1 1～2 

６強 

罹災証明全壊 1～3 2～3 3～15 6～15 

 推

定 

倒壊・崩壊 0～1 0～1 1～5 2～5 

建物の傾斜 0～1 1 1～6 3～6 

７ 

罹災証明全壊 5～20 3～6 20～56 18～39 

 推

定 

倒壊・崩壊 1～4 1 6～18 6～13 

建物の傾斜 2～8 1～3 8～22 7～16 

※ 罹災証明全壊の値は、中央防災会議（2005）１）及び山口・山崎（2000）２）による全壊率のグ

ラフから算出した値、倒壊・崩壊及び建物の傾斜の値は推定した値である。 

（数値の単位は％） 
表 4.4 各震度における鉄筋コンクリート建物の被害の割合． 

※ 罹災証明全壊の値は，中央防災会議（2005）及び山口・山崎（2000）による全壊率のグラフか

ら算出した値，倒壊・崩壊及び建物の傾斜の値は推定した値である． 
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4.3.2 家具の移動・転倒など 

 気象庁による「平成 16 年（2004 年）新潟県中越

地震」の地震動調査の結果では，震度５弱から家具

の移動・転倒の事例が現れる．さらに，震度階級が

上がるごとに「大きく移動」するものの割合も増え

ていく（表 4.5）．また，佐伯他（1999）による被害

関数式（図 4.6）から推定した被害率でも同様のこ

とが言える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 家具等の飛び出しについては，兵庫県南部地震に

おける家具等の移動と被害の調査（北浦（1997））に

よると，遠くへ飛んだものの割合が，震度７と震度

６強以下で大きく異なる（図 4.7）． 

 

4.3.3 その他の室内の状況 

その他の室内の状況について収集した資料につい

て説明する． 

○棚の食器や書籍類の落下 

気象庁による「平成 16 年（2004 年）新潟県中越

地震」の地震動調査の結果では，震度５強から，3

割以上の食器や書籍が落下する事例がある．8 割以

上の落下の事例も震度階級が上がるにつれ増加して

いる（表 4.6）．ただし，落下が現れ始める震度は不

明である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○テレビの落下 

気象庁による「平成 16 年（2004 年）新潟県中越

地震」の地震動調査の結果では，震度５強から，テ

レビの落下の事例がある（表 4.7）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ドアの開閉 

 平成 15 年７月 26 日の宮城県北部の地震では，震

度６弱を観測した観測点の近傍 33軒中 2軒の世帯で

ドアが開かなくなったことが報告されている（気象

庁地震火山部（2004））による）． 

 また，ドアの開閉については，以下の事例もある． 

・平成 17 年 3 月 20 日の福岡県西方沖の地震では，

震度６弱相当の揺れがあったと考えられる福岡市

内にあるマンション 5 棟へのアンケート調査で，

7％の世帯で玄関ドアが開閉不能に，17％の世帯で

開閉に支障や，やや支障がみられた．5 棟のうち

特に被害の大きいマンションでは，29.5％の世帯

で開閉不能となった（日本建築学会（2005）によ

る）． 

・「平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震」では，

６強を観測した栗原市一迫の観測点近傍で，ドア

が閉まりにくくなった１事例が報告されている

図 4.6 佐伯他（1999）による家財被害関数． 

震度階級

棚の食器や書籍類の落下 

0～3 割 3 割～8 割 8 割以上 

被害数 

／事例数 
被害率 

被害数 

／事例数 
被害率 

被害数 

／事例数 

５弱 13／19  0％ 0／19  0％ 0／19 

５強 16／31  16％ 5／31  3％ 1／31 

６弱 7／15  47％ 7／15   27％ 4／15 

６強 0／11  9％ 1／11   45％ 5／11 

表 4.6 平成 16 年（2004 年）新潟県中越地震の地震

動調査による食器，書籍類の落下率． 

震度階級 
テレビの落下 

被害率 被害数／事例数 

５弱  0％ 0／19 

５強  16％ 5／31 

６弱   0％ 0／15 

６強   18％ 2／11 

表 4.7 平成 16 年（2004 年）新潟県中越地震の地震

動調査によるテレビの落下率． 

表５ 平成 16 年(2004 年)新潟県中越地震の地震動調査による家具の移動、転倒率 

震度

階級 

家具の移動・転倒  

転倒率 

(推定値) 

（注） 

少し移動 大きく移動 転倒 

被害率 
被害数 

／事例数 
被害率 

被害数 

／事例数 
被害率 

被害数 

／事例数 

５弱 74％ 14／19 0％ 0／19 5％ 1／19 
2.2～ 

5.9％ 

５強 48％ 15／31 10％ 3／31 16％ 5／31 
7.4～ 

16.1％ 

６弱 67％ 10／15 13％ 2／15 0％ 0／15 
19.0～

33.7％ 

６強 0％ 0／11 27％ 3／11 9％ 1／11 
37.9～ 

55.9％ 

７ 
      60.3～ 

79.7％ 

(注)佐伯ほか（1999）５）により示される被害関数式（図７）より、算定した家具の転倒率。 

表 4.5 平成 16 年（2004 年）新潟県中越地震の地震

動調査による家具の移動，転倒率． 

(注)佐伯他(1999)により示される被害関数式(図 4.6)より算定した家具の転倒率
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（気象庁（2008）による）． 

 これらの事例も考慮し，ドアは非構造壁の開口に

付けられることが多く，非構造壁に被害が及ぶと，

ドア開閉にも支障が発生すると考えられる．震度６

強以上では，建物の構造被害も増加することから，

ドア開閉の支障も増加すると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4.7 兵庫県南部地震における家具等の移動と被害（北浦（1997）による）． 

＜震度７以外の災害適用地域＞ ＜震度７の地域＞ 
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4.3.4 屋外の状況他 

 屋外の状況の他，がけ崩れ，エレベーターの停止

について収集した資料について説明する． 

 

○ブロック塀の倒壊 

「平成 13 年（2001 年）芸予地震」では，震度５

強を観測した観測点の近傍でブロック塀の倒壊が報

告されている（気象庁（2001）による）． 

 

○窓ガラス 

平成 15 年 5 月 26 日の宮城県沖の地震では，震度

５弱を観測した観測点の近傍の小学校で校舎ガラス

破損（30 数箇所）が報告されている(気象庁地震火

山部（2004）による)． 

 「平成 13 年（2001 年）芸予地震」では，震度５

強を観測した観測点の近傍で窓ガラスの破損が報告

されている（気象庁（2001）による）． 

 平成 17 年 3 月 20 日の福岡県西方沖の地震では，

震度６弱を観測した観測点の周辺で，昭和 56 年以前

に建てられた地上 10 階建ての鉄筋コンクリート造

建物の窓ガラスの破損，落下の事例がある（日本建

築学会（2005）による）． 

 気象庁による「平成 16 年（2004 年）新潟県中越

地震」の地震動調査の結果（表 4.8）では，窓ガラ

スの破損が 3 割以上の被害は，震度６強で見られる．

落下が現れ始める震度は不明である．兵庫県南部地

震の鉄筋コンクリート造建物の窓ガラスの破損率は，

建築震災調査委員会（1995）によると，兵庫県南部

地震では，鉄筋コンクリート造の場合，中破，大破，

倒壊を合わせたものの 7～8 割で窓ガラスの被害が

発生している（図 4.8）ことから，鉄筋コンクリー

ト造の中破，大破及び倒壊を罹災証明における全壊 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に相当するものと考え，鉄筋コンクリート造の全壊

率の 70％を窓ガラスの破損率とした．この結果から

の推定値では，震度６弱から被害が発生する（表 4.8）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○自動車の運転 

 気象庁による「平成 16 年（2004 年）新潟県中越

地震」の地震動調査によると，震度５強で 1 件中 1

件，６強で 1 件中１件，運転が困難となり停止した

事例があった． 

 

○道路の亀裂・段差の被害 

 気象庁による「平成 16 年（2004 年）新潟県中越

地震」の地震動調査によると，震度５弱から，道路

の亀裂・段差の被害が発生している（表 4.9）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○壁タイルの落下 

 「平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震」で

は，震度６弱を観測した栗原市築館の栗原市役所で

タイルの落下が見られた（気象庁（2008）による）．

「兵庫県南部地震」の鉄筋コンクリート造建物のタ

イルの破損被害から推定した被害率では，震度６弱

表 4.8 「平成 16 年（2004 年）新潟県中越地震」の

地震動調査による窓ガラスの破損率と，「兵庫県南部

地震」の鉄筋コンクリート造建物の被害から推定し

た破損率． 

震度階

級 

平成16年(2004年)新潟県中越地震の窓ガラスの破損 兵庫県南部地

震の破損率 

(推定値) 
0割～3割 3割～8割 8割以上 

被害数 

／事例数 
被害率 

被害数 

／事例数 
被害率 

被害数 

／事例数 

５弱 10／19 0％ 0／19 0％ 0／19 0％ 

５強 17／31 0％ 0／31 0％ 0／31 0％ 

６弱 11／15 0％ 0／15 0％ 0／15 0～1.4％ 

６強 7／11 18％ 2／11 0％ 0／11 0.4～10.2％ 

図 4.8 「兵庫県南部地震」における鉄筋コンクリー

ト造の構造体の被災度と窓ガラス被害の関係（建築震

災調査委員会（1995）による）． 

震度階級
亀裂・段差あり 

被害率 
被害数 

／事例数 

５弱  37％ 7／19 

５強  39％ 12／31 

６弱  93％ 14／15 

６強  100％ 11／11 

表 4.9 「平成 16 年（2004 年）新潟県中越地震」の

地震動調査による道路の被害率． 
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から被害が発生する（表 4.10）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○瓦の被害 

 日本建築学会（1998）によると，木造建物の瓦の

落下事例は全壊の建物で見られるが，半壊以下の建

物では，ずれる程度である（図 4.9）．ただし，ここ

でいう全壊は，構造被害を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害程度  被害状況  
大  建物が傾いたり，倒れており，修繕が不可

能と判断した状態を「全壊」とした．  
中  大幅な亀裂，崩れがあるが，修繕すれば住

めると判断した状態を「半壊」とした．調

査時には殆ど住んでいない状況であった．

小  警備な損傷で何らかの修理が必要である

か，そのもまでも住めると判断した状態を

「一部損傷」」とした  
無傷  外観上，構造上に被害が見られないと半田

した状態を「無傷」とした．  

 

○がけ崩れ 

 伊藤ほか（2009）によると，「平成 16 年（2004 年）

新潟県中越地震」，「平成 19 年（2007 年）能登半島

地震」及び「平成 19 年（2007 年）新潟県中越沖地

震」では，崩壊箇所が震度５弱以上の地域で現れて

いる．単位面積あたりの崩壊箇所数をみると，震度

６弱で顕著に，震度６強ではさらに顕著になってい

る（図 4.10）． 

 

○エレベーターの停止 

 国土交通省の報道発表資料（平成 17 年（2005 年）

7 月 29 日発表）によると，平成 17 年７月 23 日の千

葉県北西部の地震発生で停止したエレベーターは，

保守管理大手５社（エレベーター総数の約９割を保

守管理）合計で約 64,000 台であり，ほぼ全て地震時

管制装置が作動したものであった．また，エレベー

ターの閉じ込めについては 78 台発生した．うち，地

震時管制装置つきのエレベーターが 73 台であった

(表 4.12)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

震度階級 タイルの破損率（推定値）

５弱 0％ 

５強 0％ 

６弱 0～0.7％ 

６強 0.2～5.1％ 

７ 1.7～19.5％ 

表 4.10 「兵庫県南部地震」の鉄筋コンクリート造

建物の被害から推定したタイルの破損率． 

図 4.9 兵庫県南部地震における建物の被害と瓦の

被害の関係（日本建築学会（1998）） ※図中の判

定基準については，表 4.11 を参照 

表 4.11 図 4.9 における建物被害の判定基準（日本

建築学会（1998））． 

保守台数 227,000 台

 うち地震時管制運転装置あり 144,000 台

  うち装置が作動し停止 64,000 台

閉じ込め台数 78 台

 うち地震時管制運転装置有り 73 台

表 4.12 千葉県北西部を震源とする地震におけ

るエレベーターの停止・閉じ込め状況． 

※数値はいずれも関東地区内(東京都，千葉県，

埼玉県，神奈川県)の合計 
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図 4.10 最近の被害地震における，震度階級ごとの土砂災害発生累積頻度（左）と単位面積あたりの崩

壊発生箇所数（右）（伊藤他（2009）による）． 

※A ランクについて：地震発生後，土砂災害危険箇所に対して実施した緊急点検による危険区分．土石

流危険渓流については「特 A」～「C」の 4 ランク，急傾斜地崩壊危険個所及び地すべり危険箇所では

「A」～「C」の 3 ランクに区分する．A ランク以上は早急に対処の必要がある箇所． 
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５ 設置条件等の不適切な観測点の点検とその扱い 

気象庁の発表する震度は，地表の揺れの強さを測

定するものであり，その測定に用いる震度計は，計

測部（加速度計）に地表面の揺れが適切に伝わるよ

うに設置される必要がある． 

震度は，設置される地盤等によって異なるが，震

度が地域の防災対応の基準として用いられることか

ら，その地域の揺れを代表することが望ましく，そ

のためには，局所的に特殊な揺れとなるような場

所・地盤を避けて震度計を設置する必要がある．ま

た，落下物の衝突など，地震動以外の外力の影響に

より誤った観測の影響がないようにしておくことも

必要である． 

このような震度計設置場所や設置の仕方等の重要

性から，気象庁では，望ましい設置場所や設置の仕

方等を「震度計設置環境評価指針」としてとりまと

め，この指針をもとに，地方公共団体等へ震度計の

設置に関する技術的助言を行うとともに，震度計の

設置環境の評価を行ってきている． 

これまで行ってきた評価は，基本的に，設置環境

に関する評価項目毎に定められた配点を加算して，

合計点に応じてＡ～Ｅにランク分けすることにより

実施されている．また，各ランクに応じた利用方法

を定めており，Ａ～Ｃについては気象庁の情報発表

上の利用制限なし，Ｄは品質を確認のうえ利用，Ｅ

は利用しないこととしている．地方公共団体の震度

計の設置環境評価結果については，平成 16 年 12 月

及び平成 18 年 4 月に公表している． 

しかし，平成 20 年 7 月の岩手県沿岸北部の地震に

おいて，震度６強を観測した岩手県洋野町大野につ

いて，地震発生後に設置した臨時観測の震度計との

比較結果から，震度６強を取り消す（不明とする）

こととなった．この原因について気象庁にて実施し

た現地調査から，震度計の設置地点は斜面に近く，

盛り土でありかつ緩い地盤であったことなどが分か

った．一方，当該観測点は，先に行っていた設置環

境評価ではランクＢの判定であり，この評価指針で

は上記の原因が検知できないことが分かった． 

また，従来行ってきたランク付け方式については，

採点方法が複雑で，Ｂ以下の震度観測点について，

どこを改善すればよいかが，必ずしも分かりやすい

ものとなっていなかった．さらにＢ及びＣランクは，

いずれも改善すべき点があるとされている一方で，

取り扱いには違いがなく，この 2 つを分ける必要性

が必ずしも明確ではなかった．また，Ｄランクは震

度階級で 1 程度異なるおそれがある一方，条件付き

ではあるが発表の対象とするなど，やや曖昧な取り

扱いとなっている． 

こうしたことを踏まえ，現行の震度計設置環境基

準や，震度情報を気象庁からの発表対象とする観測

点についての考え方について，検討会では，見直し

の検討を行った． 

 

5.1 見直しの考え方 

従来行ってきたランク付け方式では，評価項目毎

に設定された配点を合計して行ってきた．結果をＡ

～Ｅの 5 段階にランク分けしていたが，Ａ～Ｃで評

価内容は異なるものの，震度情報としての取り扱い

に違いを設けていなかった．また，合計点やランク

が，改善すべき点を分かりやすく示すものではなく，

設置環境のどこを改善すべきかがわかるものではな

かった．さらに，ランクＤは震度階級が１階級程度

異なるおそれがあるが，震度情報取り扱いには大き

な違いがなく，不適切な震度を発表してしまう可能

性も少なくなかった． 

こうしたことから，評価結果の分類は，以下のよ

うにすることが適当とした． 

 

○設置環境は，適切／不適切，の 2 段階評価とする． 

 適切……震度を観測するうえで適切な設置環境に

ある 

 不適切…震度を観測するうえで適切な設置環境と

は言えない 

 

○点検表は，評価項目をリストアップしたものとし，

改善すべき点が明確になるようにする．点検表だ

けですぐに適切／不適切が判断できないものは，

震度観測データや常時微動測定などにより調査を

行い，適切な設置場所と同程度の揺れ（計測震度

で±0.2～0.3 程度以下の違い）であれば，適切で

あるとする． 

 

○震度計を設置し，観測を開始した後も，適切な設

置環境にあるかどうかについて，定期的に点検を

行う． 
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5.2 設置環境評価結果に応じた震度情報の取り扱

いについて 

 これまでの設置環境評価では，設置環境の適否が

そのまま気象庁からの震度情報に使用するか否かに

対応していた． 

 一方，適切な震度が観測されているかどうかは，

必ずしも設置環境の適否のみでは決まらず，その判

断にあたっては，現実に観測された震度が適切なも

のであったかどうかを評価することが重要であると

考えられる． 

 計測震度による震度観測が開始されてから 10 年

以上が経過し，これまでに多くの震度観測データが

蓄積されており，地震計によっては，高精度な観測

波形データが蓄積されているものがある．これらの

データを解析することにより，震度計周辺の地盤条

件に比して揺れが異常となる観測点をある程度把握

することが可能となってきている． 

 また，大きな地震の際には，アンケート調査によ

る震度分布の調査が行われるが，こうした住民によ

る体感震度と比較することも，震度計による震度観

測値が適正であったかどうかの判断に利用できると

考えられる． 

 このことから，気象庁からの震度情報に使用する

かどうかについては，単に地形の形状等による判定

に基づくのではなく，これまでにデータの蓄積のあ

る観測点については，上記の震度観測データや観測

波形の詳細な解析結果等も活用して決定することも

可能であると考えられる． 

 こうした観測波形のモニタリング結果は，強い揺

れ等による設置環境の変化の把握，震度データの品

質評価などにも有効である． 

 

5.3 設置環境評価の項目及び基準の改正について 

 設置環境評価項目及び項目別の基準については，

局所的に特殊な揺れとなるような場所・地盤を避け

ること等を基本として，主に以下の点について，見

直しを行った． 

 

①崖等の段差のある場所に設置する場合の取り扱い 

・５ｍ未満の段差については，地形の影響が小さい

として上端付近からの高さ相当以上離れている必

要はないとしていたが，５ｍ未満の段差であって

も上端付近は地盤が緩くなっていることがあるこ

とから，全ての段差について取り扱う． 

・段差の上部では，揺れが大きくなる可能性がある

ことから，段差の下端からおおむね高さの３倍以

上の距離を離す． 

・段差の上端近傍では，揺れが大きくなることや崩

壊の恐れがあることから，段差の高さと同じ距離

以上離す． 

・段差下においては，斜面の崩落の恐れがあること

から，段差の下端から高さ程度以上離す． 

・段差の上部における下端から高さの３倍以内およ

び段差下における下端から高さ程度以内では，既

存の震度観測データの解析や常時微動測定等によ

り揺れの大きさに関する評価を行い，揺れが適切

であると判断されれば，設置場所としても良いこ

ととする． 

 

②崖等の段差があり適切な観測場所が見当たらない

場合の近傍の建物内設置への検討 

 

 地方公共団体における震度観測点は，防災対応の

拠点であることや通信設備の利便性などから，地方

公共団体の庁舎敷地内に設置されることが多い．そ

の場合，屋外設置のものについては，敷地内の隅に

設置され，場所によっては崖等の段差が近傍に存在

するなど，問題のあることも少なくない． 

 屋内に設置する場合，震度観測値はやや小さめに

出る傾向があるが，震度階級が異なる程度の差を生

じることは少ないと考えられることから，屋外で適

切な場所が見つからない場合には，次善の策として

屋内（庁舎内）に設置することも適切であるとした． 

 

③旧河道や池，沼等を埋め立てられた場所での観測 

 旧河道や池，沼等の埋立地等や台地や山地の谷な

どの特殊な地盤では，局所的に異常な揺れとなる可

能性が大きいことから，観測地点として避ける． 

 

④建物周辺への設置 

・建物周辺の地盤は，建物の建設に伴い掘削された

後埋め戻され，緩い状況になっている場合が多く，

設置には配慮が必要である．また，地下埋設管等

が震度計台の場所に埋められていないことを確認

する． 

・建物内の設置場所としては，１階の梁や基礎等が
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ある強固な場所を推奨する．地下に設置する場合

は，適正な設置環境との差が大きくないことを確

認する． 

・犬走りへの設置については，強固な犬走りへの設

置は差し支えないが，コンクリートに鉄筋が無く，

ひびが入っているなど，地震時に崩壊の可能性が

あるような場所には設置しないか，補強工事が必

要． 

 

⑤地下埋設管が震度計の直下付近にある場合の設置 

 地下埋設管が震度計の直下付近に存在するかどう

かを調査することは難しいが，震度計の近傍に排水

枡等があり明らかに地下埋設管があると認められる

場合には，観測地点を再検討する．また，地下埋設

管が存在するかどうかが不明の場合には，④で述べ

たように常時微動測定等を行い，震度観測に影響が

ないことを確かめる． 

 

⑥震度計台の安定性の確認 

 震度計台が縦長または上面が下面より広い形状な

ど，不安定な形状の場合は，ロッキング振動を起こ

しやすいことから，このような場合においては，震

度計台を揺らすなどして安定性を確認する． 

 

 これらの見直し点を踏まえ，検討会では，新たな

震度計設置環境基準（案）を示した． 

 気象庁では，提案された環境基準（案）を元に，

震度計設置環境基準を改定した．その後，実際の調

査を進める中で，記載内容をより明確にする等の修

正を加えている．付録 4 に平成 22 年 3 月時点の震度

計設置環境基準を掲載する． 

 

5.4 気象庁から発表する震度情報への使用が不適切

となった観測点の取り扱いについて 

検討会では，震度観測データの解析や，設置環境

基準の点検等により，最終的に，気象庁から発表す

る震度情報に使用することが不適切となった震度観

測点の取り扱いについても検討し，以下のとおり取

り扱うことが適当と示した． 

 

震度の観測点は，整備目的により，次の２種類の

観測点に大別される． 

（１）初動体制の基準用として整備された震度観測

点 

 気象庁整備の気象官署及び都市部等の震度観測点

（約 440 地点），地方公共団体整備の震度観測点（約

2840 地点）がこれにあたる． 

（２）地震観測を目的として整備された震度観測点 

 気象庁の地震津波早期検知網（約 180 地点），（独）

防災科学技術研究所のＫ－ＮＥＴの観測点のうち震

度情報を発表している観測点（約 780 地点）がこれ

にあたる． 

 

 気象庁から発表する震度情報に使用することが不

適切となった観測点について，（１）のものについて

は，震度情報の発表対象から外すとともに，速やか

に設置環境の改善や移設等の措置を行うことが適当

であるが，（２）のものについては，設置の本来の目

的を踏まえ，震度情報の発表対象から外すものの，

必ずしも移設を行う必要はないと考えられる．ただ

し，（２）についても，地域で初動体制の基準として

活用されているものについては，取り扱いについて，

地元地方公共団体と協議を行う必要がある． 

 なお，上記により気象庁の震度情報の発表対象か

ら外すこととなった観測点においてそれ以前に観測

された震度については，特段の問題がない限り，取

り消す必要はないと考えられる． 
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６ 地方公共団体が設置する震度計の具体的な配置

基準 

 検討にあたり，震度観測の現状を整理した（表 6.1）． 

 この整理も踏まえ，地方公共団体が設置する震度

計の具体的な配置基準として，以下１～４の基準を

示した． 

（１） 震度観測点は，平成の大合併前の市区町村

ごとに，少なくとも１箇所は整備． 

（２） 東京 23 区および政令指定都市については，

区ごとに最低１箇所は震度計を設置． 

（３） 震度計の設置場所については，基本的には，

発災時に被害が大きくなる可能性の高い，人口集

中地区を中心に設置するとともに，併せて，設置

環境についても，設置地域の代表的な震度が適切

に測られるよう十分配慮． 

（４） 一市区町村内に人口集中地区または新たに

大規模な開発地域がある場合には，一つの震度計

から 10km 以上離れている地域にも震度計を設置． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ まとめ 

 平成 20 年度に行った震度に関する検討会で検討

した内容をまとめた． 

 震度に関する検討会では，震度に関する課題を整

理するとともに適切な震度観測に資するため検討を

行った． 

 検討結果を簡単にまとめると，以下のとおりであ

る． 

（１）計測震度と被害等との関係について調査を行

った．結果，計測震度を防災の初動対応として用い

ることに大きな問題はないことを確認した． 

（２）「震度階級関連解説表」の内容の検討を行い，

改定案を示した．改定案では，震度階級と被害との

関係に大きな変更はないが，表現についてより分か

りやすくすることなどを中心に，地震時の行動等に

結びつくようなものとすることに配慮して作成した．

（３）設置条件等の不適切な観測点の点検とその取

り扱いに関する検討を行い，「震度計設置環境基準

（案）」を示した． 

（４）地方公共団体が設置する震度計の具体的な配

置基準について，市町村合併を踏まえた検討を行い，

配置基準とその考え方を示した．  

 

 

震度観測の現状 

設置機関 目 的 配置の思想 設置数 

（H21.3 現在） 

期待される責務 

気象庁 

 
○計測震度を常時観測し公表 
 
○M6.8 以上の地震が発生した

場合、震度６弱を確実に観測
 

・20 ㎞間隔の観測網
・震度６弱を確実に

観測（山間地は除
く） 

約 600 
国の初動対応（広
域災害への対応）
の確立 

文部科学省 
(防災科研) 

 
○地震動の強さ、強い強震動の

周期及び継続時間と空間分
布の把握、震源域の詳細な破
壊過程の解明を目的とした
強震観測 

 

・約 25 ㎞間隔の観
測網 約 800 地震調査研究 

各都道府県 
(消防庁 

 補助金) 

 
○地方公共団体の防災初動体

制確保 
・地震発生時の初動対応の迅

速化 
・広域応援体制確立の迅速化

 
○震度情報の提供、公表は当

初、目的外 
 

・市区町村の初動対
応に資するため、
１市区町村に１
観測点 

約 2,800 

・市区町村の初動
対応確保 

・都道府県の初動
対応確保 

  

注）都道府県の震度情報は、都道府県と地方気象台間の防災情報の交換に関する協定に基づき、都道府県
から気象庁に提供された震度情報の内、気象庁の品質管理で適正と判断されたものについて気象庁から
公表されることとなり、平成９年１１月から段階的に公表が開始され、平成１５年３月で全都道府県の
震度データが公表されている。 

表 6.1 震度観測の現状． 
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付録 1 震度に関する検討会，委員名簿，開催状況 

委員名簿 

【学識委員】 

座長 

 翠川三郎 東京工業大学大学院教授 

 

 青井 真 (独)防災科学技術研究所地震観測デー

タセンター強震観測管理室長 

 大川 出 (独)建築研究所構造研究グループ主席

研究監 

 桶田 敦 ＴＢＳテレビ報道局編集センター編集

部担当部長 

 神山 眞 東北工業大学教授 

 清野純史 京都大学准教授 

 纐纈一起 東京大学地震研究所教授 

 境 有紀 筑波大学大学院准教授 

 田中 淳 東京大学大学院情報学環総合防災情報

研究センター長 

 谷原和憲 日本テレビ放送網報道局社会部担当部

長 

 中川和之 時事通信社編集委員 

 西山 功 国土交通省国土技術政策総合研究所建

築研究部長 

 正木清貴 日本放送協会報道局災害・気象センタ

ー長 

 

【行政委員】 

 池内幸司 内閣府参事官：地震・火山対策担当 

 飯島義雄 消防庁国民保護・防災部防災課長 

 長尾一郎 消防庁国民保護・防災部防災課防災情

報室長 

 増子 宏 文部科学省研究開発局地震・防災研究

課長 

 安藤 昇 国土交通省総合政策局技術安全課長 

 細見 寛 国土交通省河川局防災課長 

 牧野裕至 国土交通省河川局砂防部砂防計画課長 

 井上俊之 国土交通省住宅局建築指導課長 

 宇平幸一 気象庁地震火山部管理課長 

 横田 崇 気象庁地震火山部地震津波監視課長 

 熊谷龍一 宮城県総務部危機管理監 

 

 

 

 

開催状況 

第 1 回 

（日時） 平成 20 年 12 月 8 日（月）15:00～18:00 

（場所） 虎ノ門パストラル新館５階「ローレル」 

第 2 回 

（日時） 平成 21 年 1 月 20 日（火）14:00～16:00 

（場所） グランドアーク半蔵門３階「光の間」 

第３回 

（日時） 平成 21 年 2 月 10 日（火）14:00～17:00 

（場所） 虎ノ門パストラル新館６階「ペーシュ」 

第４回 

（日時） 平成 21 年 3 月 16 日（月）14:00～16:00 

（場所） 気象庁２階講堂 

第５回 

（日時） 平成 21 年 3 月 23 日（月）14:00～16:30 

（場所） 虎ノ門パストラル新館５階「ミモザ」 
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付録 2 気象庁震度階級の変遷 

 

 

 

 

(気象庁監修(1996)より) 



験震時報第 75 巻第１～４号 

- 102 - 

付録 3 気象庁震度階級関連解説表 
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付録 4 震度計設置環境基準 
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